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2023年６月29日（木曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

日時

東京都港区芝大門一丁目９番９号
野村不動産芝大門ビル 11階

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

場所

本株主総会にご出席される株主様は、株主総会開催日現
在の感染状況やご自身の体調をお確かめのうえ、ご来場
賜りますようお願い申し上げます。
また、本株主総会会場において、感染予防のための措置
を講じる場合もありますので、ご協力のほどお願い申し
上げます。

新型コロナウイルスに関するお知らせ
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（証券コード：4629）
2023年６月８日

（電子提供措置の開始日 2023年６月７日）
株 主 各 位

東京都港区芝大門一丁目９番９号
大 伸 化 学 株 式 会 社
代表取締役社長 堀 越 進

第71期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第71期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の以下のウェブサ

イトに「第71期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト
http://www.daishin-chemical.co.jp/ir/library/shareholders/

また、上記のほか、インターネット上の以下のウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧
書類/ＰＲ情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

なお、当日ご出席されない場合は、書面又はインターネットによって議決権を行使することが
できますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、2023年６月28日（水
曜日）午後５時までに議決権を行使くださいますようにお願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 2023年６月29日（木曜日）午前10時
2. 場 所 東京都港区芝大門一丁目９番９号

野村不動産芝大門ビル11階
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
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3. 会議の目的事項
報 告 事 項 1. 第71期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告及び連

結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告
の件

2. 第71期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書類報告の
件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役６名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件
第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
第５号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
第６号議案 役員賞与支給の件

４. 招集にあたっての決定事項
（1）議決権行使書面において、各議案に賛否の意思表示がない場合は、賛成の意思表示を

されたものとしてお取り扱いいたします。
（2）インターネットと書面により重複して議決権を行使された場合は、インターネットに

よる議決権行使を有効な行使として取り扱わせていただきます。なお、インターネッ
トによる方法で複数回議決権行使をされた場合は、最後の行使を有効な行使として取
り扱わせていただきます。

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます

ようお願い申し上げます。
◎ 株主様にご送付しております書面（第71期定時株主総会招集ご通知）は、書面交付請求に

基づく電子提供措置事項記載書面を兼ねております。なお、法令及び当社定款第15条の規
定に基づき、下記の事項を記載しておりません。したがって、当該書面は監査報告を作成す
るに際し、監査役及び会計監査人が監査をした書類の一部であります。
・連結注記表
・個別注記表

◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載さ
せていただきます。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様が当社の経営に参加できる重要な権利です。
３頁、４頁をご参照のうえ、いずれかの方法にてご行使くださいますようお願い申し上げます。

株主総会にご出席いただく場合 ※

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださい。

株主総会開催日時
2023年６月29日 (木曜日）午前10時

（受付開始：午前９時）

郵送（書面）にて議決権を行使いただく場合

電子提供措置事項に掲載の「株主総会参考書
類」をご検討くださいまして、同封の議決権行使
書用紙に賛否をご表示いただき、ご返送くださ
い。議決権行使書面において、議案に賛否の表示
がない場合は、賛成の意思表示をされたものとし
て取り扱わせていただきます。

行使期限
2023年６月28日（水曜日）

午後５時必着

※ 開会直前には会場受付が大変混雑いたしますので、お早めのご来場をお願い申し上げます。
※ 資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申し上げます。

複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い
● 郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内容を有効として取り扱わ

せていただきますのでご了承ください。
● インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

またパソコン、スマートフォンと携帯電話で重複して議決権を行使された場合も、最後に行使された内容を有効とさせていただき
ます。

ご不明な点につきましては、以下にお問い合わせくださいますようお願い申し上げます。
（1）インターネットによる議決権行使について

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
【電話】 0120（652）031 （受付時間 9:00～21:00）

（2）その他のご照会は、以下の問い合わせ先にお願いいたします。
ア. 証券会社に口座をお持ちの株主様
証券会社に口座をお持ちの株主様は、お取引の証券会社あてお問合せください。

イ. 証券会社に口座のない株主様（特別口座の株主様）
三井住友信託銀行 証券代行部
【電話】 0120（782）031 （受付時間 9:00～17:00 土日休日を除く）
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電磁的方法（インターネット）による議決権行使

2023年６月28日（水）
午後５時行使完了分まで

行使期限

※ 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際の接続料金及び通信料金等は株主様のご負担となります。
※ インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使ウェブサイトをご利用いただけない場合があります。

「スマート行使」によるご行使 インターネットによるご行使

同封の議決権行使書用紙の右下「スマートフォン
用議決権行使ウェブサイトログインQRコード®」を
スマートフォンかタブレット端末で読み取ります。

■1 スマートフォン用議決権行使ウェブサイトへアクセスする ■1�議決権行使ウェブサイトへアクセスする

https://www.web54.net

クリック

■2 ログインする

同封の議決権行使
書用紙に記載の「議
決権行使コード」を
ご入力ください。

議決権行使コード

以降は画面の案内に従って
賛否をご入力ください。

■3 パスワードを入力する

同封の議決権行使
書用紙に記載の「パ
スワード」をご入力
ください。

パスワード

画面の案内に従って各議案
の賛否をご入力ください。

確認画面で問題なければ「この内容
で行使する」ボタンを押して行使完了！

一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、再度QRコード®を読み
取り、同封の議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」「パスワード」をご
入力いただく必要があります（パソコンから、議決権行使ウェブサイト https://
www.web54.net へ直接アクセスして行使いただくことも可能です）。

表示されたURLを開くと議決権行使ウェブサイト
画面が開きます。議決権行使方法は２つあります。

■2 議決権行使ウェブサイトを開く

■3 各議案について
個別に指示する

■4 全ての会社提案議案に
ついて「賛成」する

■3

■■4

※QRコ ー ド®は、
株 式 会 社 デ ン
ソーウェーブの
登録商標です。
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株主総会参考書類
1. 議案及び参考事項
第１号議案 剰余金処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
1. 期末配当に関する事項

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要施策のひとつとして位置付けており、将
来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当
を継続して実施していくことを基本方針としております。
第71期の期末配当につきましては、当事業年度の堅調な業績及び今後の事業展開等
を勘案し、さらに第71期につきましては、2022年12月に創立70周年を迎えたこと
を記念し、以下のとおりといたしたいと存じます。
（1）配当財産の種類 金銭といたします。

（2）配当財産の割当てに関する
事項及びその総額

当社普通株式１株につき 普通配当 32円
記念配当 ８円

総額 183,008,040円
（3）剰余金の配当が効力を生じる日 2023年６月30日
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第２号議案 取締役６名選任の件
取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、

取締役会の効率的な運営を目指し、取締役の総数を１名減らし、取締役６名（うち、社外
取締役２名）の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 現在の当社における地位・担当 取締役会

出席状況

１ 堀
ほり

越
こし

進
すすむ

再 任 代表取締役社長 資材部担当 100％
（７回／７回）

２ 小
こ

林
ばやし

進
すすむ

再 任 常務取締役 製造本部長 100％
（７回／７回）

３ 遠
えん

藤
どう

次
じ

郎
ろう

再 任 常務取締役 営業本部長 100％
（７回／７回）

４ 坪
つぼ

田
た

法
のり

幸
ゆき

再 任 取締役 営業本部副本部長 兼東日本統括 兼第一営業部長 100％
（７回／７回）

５ 小
お

川
がわ

昌
まさ

宏
ひろ 再 任

社 外
独 立

社外取締役 100％
（７回／７回）

６ 新
しん

海
かい

寛
ひろ

彦
ひこ 再 任

社 外
独 立

社外取締役 100％
（7回／７回）
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１ ほり こし すすむ

堀 越 進 （1960年６月12日生） 再 任
● 取締役会への出席状況：100％（７回/７回）
● 所有する当社の株式数：27,000株
● 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1983年３月 当社入社
2007年４月 当社第二営業部副部長
2010年４月 当社第三営業部長
2011年４月 当社樹脂カット事業部長兼第三営業部長

2013年６月 当社執行役員樹脂カット事業部長兼第三営業部長
2016年６月 当社取締役樹脂カット事業部長兼第三営業部長
2019年６月 当社代表取締役社長資材部担当（現任）
2022年10月 山崎梱包運輸株式会社取締役（現任）

● 当社との特別の利害関係：なし
● 取締役候補者とした理由

同氏は、当社の事業に関する幅広い見識を有しており、2019年6月からは代表取締役社長としてリーダーシップを発揮し、当社の
経営基盤強化に貢献していることから、当社の持続的な企業価値向上に資する者として適任であると判断し、引き続き取締役候補
者としております。

２ こ ばやし すすむ

小 林 進 （1959年11月23日生） 再 任
● 取締役会への出席状況：100％（７回/７回）
● 所有する当社の株式数：30,000株
● 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1982年３月 当社入社
2001年４月 当社兵庫工場副工場長
2003年６月 当社兵庫工場長
2009年６月 当社執行役員兵庫工場長

2010年６月 当社執行役員製造本部副本部長兼兵庫工場長
2013年６月 当社取締役製造本部副本部長兼兵庫工場長
2019年６月 当社常務取締役製造本部長兼兵庫工場長
2021年４月 当社常務取締役製造本部長（現任）

● 当社との特別の利害関係：なし
● 取締役候補者とした理由

同氏は、入社以来、製造部門において製品開発や製造ラインの設計に長年携わり、技術力の強化並びに生産性の向上に貢献してい
ることから、当社の持続的な企業価値向上に資する者として適任であると判断し、引き続き取締役候補者としております。
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３ えん どう じ ろう

遠 藤 次 郎 （1960年２月５日生） 再 任
● 取締役会への出席状況：100％（７回/７回）
● 所有する当社の株式数：17,000株
● 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1989年11月 当社入社
2007年４月 当社名古屋支店長
2009年６月 当社資材部長
2012年４月 当社インキ統括部長

2013年６月 当社執行役員インキ統括部長
2016年６月 当社取締役インキ統括部長
2019年６月 当社常務取締役営業本部長（現任）

● 当社との特別の利害関係：なし
● 取締役候補者とした理由

同氏は、入社以来、主に営業部門を担当し営業実績を積み重ね、営業力の強化並びに安定収益の確保に長年貢献していることから、
当社の持続的な企業価値向上に資する者として適任であると判断し、引き続き取締役候補者としております。

４ つぼ た のり ゆき

坪 田 法 幸 （1964年６月11日生） 再 任
● 取締役会への出席状況：100％（７回/７回）
● 所有する当社の株式数：13,200株
● 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1985年４月 当社入社
2009年６月 当社大阪支店長
2019年６月 当社取締役大阪支店長

2022年６月 当社取締役営業本部副本部長兼大阪支店長兼第一営業部長
2023年４月 当社取締役営業本部副本部長兼東日本統括兼第一営業部長（現任）

● 当社との特別の利害関係：なし
● 取締役候補者とした理由

同氏は、入社以来、営業部門における豊富な経験と実績を有しており、2019年6月に取締役就任以降は取締役の職務全般を適切に
遂行していることから、当社の持続的な企業価値向上に資する者として適任であると判断し、引き続き取締役候補者としておりま
す。
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５ お がわ まさ ひろ

小 川 昌 宏 （1966年６月５日生） 再 任 社 外 独 立
● 取締役会への出席状況：100％（７回/７回）
● 所有する当社の株式数：0株
● 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1997年４月 弁護士登録（東京弁護士会）本橋総合法律事務所入所
2006年10月 小川昌宏法律事務所開設（現任）

2015年６月 当社取締役（現任）

● 当社との特別の利害関係：なし
● 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割

同氏は、社外取締役になること以外の方法で会社経営に関与した経験はありませんが、長年にわたり弁護士をされており、その職
務を通じて培われた知識・経験等を活かして当社の経営全般に貢献いただけると判断し、引き続き社外取締役候補者としておりま
す。
また、同氏が選任された場合には、法律専門家として、業務執行を行う経営陣から独立した客観的な視点から、法務に関わる事項
に関し、当社経営に対する適切な助言や監督をすることを期待しております。

６ しん かい ひろ ひこ

新 海 寛 彦 （1955年１月22日生） 再 任 社 外 独 立
● 取締役会への出席状況：100％（７回/７回）
● 所有する当社の株式数：0株
● 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1978年４月 三菱商事株式会社入社
1987年12月 同社子会社泰ＭＣ商事会社化学品輸出部部長
1999年10月 同社中部支社化学品部自動車資材チームリーダー

2019年 1 月 同社退職
2019年６月 当社取締役（現任）

● 当社との特別の利害関係：なし
● 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割

同氏は、社外取締役になること以外の方法で会社経営に関与した経験はありませんが、大手商社において豊富な国内及び海外経験
と知見を有しており、そのグローバルな経歴等から当社の経営全般に貢献いただけると判断し、引き続き社外取締役候補者として
おります。
また、同氏が選任された場合には、異なる企業文化で育まれた独自の観点からの助言と、豊富な知見に基づき経営全般をチェック
していただけると期待しております。

（注）1. 小川昌宏氏及び新海寛彦氏の２名は、社外取締役候補者であります。
2. 当社は現在、会社法第427条第１項の規定に基づき、小川昌宏氏及び新海寛彦氏と同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を結んでおります。当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定
する額としております。両氏の再任が承認された場合、当社は両氏との当該責任限定契約を継続する
予定であります。
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3. 当社は、すべての取締役及び監査役を被保険者とした、会社法第430条の３第１項に規定する役員等
賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。
当該契約の概要は、以下のとおりであります。
・会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟等により、被保険者が負担することとなった争訟費用及び
損害賠償金等を補填の対象としております。

・被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、被保険者による犯
罪等に起因する損害等については、補填の対象外としております。

・当該契約の保険料は、全額当社が負担しております。
・各候補者の選任が承認可決された場合には、当該保険契約の被保険者となります。また、次回更
新時には同内容での更新を予定しております。

4. 当社は小川昌宏氏及び新海寛彦氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取
引所に届け出ております。両氏の再任が承認された場合、当社は両氏を引き続き独立役員として届け
出る予定であります。

5. 小川昌宏氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって８年となります。
6. 新海寛彦氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって４年となります。
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第３号議案 監査役２名選任の件
本総会終結の時をもって、監査役丸山淳氏は任期満了、近藤司氏は辞任により退任いた

します。つきましては、監査役２名の選任をお願いするものであります。なお、本議案の
提出につきましては、予め監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 現在の当社における地位 取締役会

出席状況
監査役会
出席状況

１ 丸
まる

山
やま

淳
あつし

再 任 常勤監査役 100％
（７回／７回）

100％
（６回／６回）

２ 安
あん

藤
どう

正
まさ

博
ひろ 新 任

社 外 － － －

１ まる やま あつし

丸 山 淳 （1957年４月２日生） 再 任
● 取締役会への出席状況：100％（７回/７回）
● 監査役会への出席状況：100％（６回/６回）
● 所有する当社の株式数：14,000株
● 略歴、地位及び重要な兼職の状況

1980年４月 株式会社太陽神戸銀行（現株式会社三井住友銀行）入行
2004年４月 当社経営企画室長

2015年６月 当社常勤監査役（現任）

● 当社との特別の利害関係：なし
● 監査役候補者とした理由

同氏は、銀行界に長く在籍し財務会計に関する知見を有し、当社においても経営企画室長を経て2015年から当社常勤監査役（現
職）を務めており、豊富な業務経験と幅広い知見を発揮し、監査役として当社の経営の監視・監査を遂行していることから、引き
続き監査役候補者としております。
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２ あん どう まさ ひろ

安 藤 正 博 （1957年10月７日生） 新 任 社 外
● 取締役会への出席状況： －
● 監査役会への出席状況： －
● 所有する当社の株式数：0株
● 略歴、地位及び重要な兼職の状況

1980年４月 豊田通商株式会社入社
1989年８月 Acoma Medical Imaging,Inc.経理・財務課長
1999年６月 OMRON Healthcare,Inc.製品管理部上級課長

2012年３月 同社取締役SCM・QA/RA
2017年 2 月 オムロンヘルスケア株式会社入社
2022年９月 同社退職

● 当社との特別の利害関係：なし
● 社外監査役候補者とした理由

同氏は、総合商社、医療機器業界において経理・財務部門等に長年携わり、かつ海外において取締役としても企業経営に関する知
識と経験を有しており、グローバルな視点で当社の監査体制強化に貢献いただけることを期待し、社外監査役候補者としておりま
す。

（注）1. 安藤正博氏は、社外監査役候補者であります。
2. 安藤正博氏の選任が承認された場合、当社は、同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、

法令の定める額を限度として、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定で
あります。

3. 当社は、すべての取締役及び監査役を被保険者とした、会社法第430条の３第１項に規定する役員等
賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。
当該契約の概要は、以下のとおりであります。
・会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟等により、被保険者が負担することとなった争訟費用及び損
害賠償金等を補填の対象としております。

・被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、被保険者による犯罪
等に起因する損害等については、補填の対象外としております。

・当該契約の保険料は、全額当社が負担しております。
・各候補者の選任が承認可決された場合には、当該保険契約の被保険者となります。また、次回更新
時には同内容での更新を予定しております。
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【ご参考】本総会終了後の取締役及び監査役のスキル・マトリックス
本招集通知記載の候補者を原案どおりご選任いただいた場合に、当社が各取締役及び監査

役に期待する主な知見や経験は次のとおりとなります。

氏 名 企業経営 財務・会計
法務

コンプライ
アンス

営業・マー
ケティング

技術開発
・品質 グローバル

取
締
役

堀越 進 ● ● ● ●
小林 進 ● ●
遠藤 次郎 ● ●
坪田 法幸 ● ●
小川 昌宏 ●
新海 寛彦 ● ● ●

監
査
役

丸山 淳 ● ● ● ●
野﨑 満 ● ●
安藤 正博 ● ● ● ●

（注）上記一覧表は、候補者の有するすべての知見や経験を示すものではありません。
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第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
本総会終結の時をもって、取締役を退任される杉浦久毅氏に対し、在任中の功労に報い

るため、当社の一定の基準に従い、相当額の範囲内において退職慰労金を贈呈いたした
く、その具体的金額、贈呈の時期及び方法等は、取締役会にご一任願いたいと存じます。
退職慰労金については、当社の業績及び企業価値の向上に尽力し、取締役としての職務

を適切に遂行したため贈呈するものであり、その金額は退職慰労金について定めた規程に
基づき支給するものであるため、相当であると判断しております。
杉浦久毅氏の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

杉
すぎ

浦
うら

久
ひさ

毅
き

2001年６月 当社取締役
2004年６月 当社常務取締役
2009年６月 当社代表取締役社長
2019年６月 当社代表取締役会長（現任）

第５号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
本総会終結の時をもって、近藤司氏は辞任により退任いたします。つきましては、在任中

の功労に報いるため、当社の一定の基準に従い、相当額の範囲内において退職慰労金を贈呈
いたしたく、その具体的金額、贈呈の時期及び方法等は、監査役の協議にご一任願いたいと
存じます。
退職慰労金については、監査役としての職務を適切に遂行したため贈呈するものであり、

その金額は退職慰労金について定めた規程に基づき支給するものであるため、相当であると
判断しております。
近藤司氏の略歴は、次のとおりであります。
氏 名 略 歴

近
こん

藤
どう

司
つかさ

2018年６月 当社監査役（現任）

2023年05月25日 10時36分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 15 ―

第６号議案 役員賞与支給の件
当事業年度末時点の取締役及び監査役に対し、当事業年度の業績等を勘案して、取締役

７名（うち、社外取締役２名）に対し36,000千円（うち、社外取締役分1,600千円）、監
査役３名に対し、4,000千円、総額40,000千円の役員賞与を支給することといたしたい
と存じます。
本議案に関しまして、取締役分につきましては、当事業年度の業績、各取締役の役位及

び職務内容を相互的に勘案しており、また、監査役分につきましては、その業務遂行状況
及び貢献度合い等を総合的に勘案しており、それぞれ社外取締役を含む全取締役及び社外
監査役を含む全監査役が出席する取締役会で役員報酬の決定に関する基本方針に沿って決
定した合理的な内容であるため、相当であると判断しております。

以 上
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事業報告 2022年４月１日から2023年３月31日まで

1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度より、連結計算書類を作成しているため、前連結会計年度末との比較分析
は省略しております。

当連結会計年度におけるわが国経済は、度重なる新型コロナウイルス感染症の波がありま
したが、行動制限の緩和などにより景気に持ち直しの動きが見られるものの、長期化するウ
クライナ情勢等による資源価格や原油価格の高騰、世界的な金融引締めや急激な為替変動な
どにより、景気の先行きは依然として不透明な状態が続いております。
当社グループが主として関連する塗料業界におきましては、こうした経済環境のもと、生

産、出荷数量は、ともに減少となりました。
このような情勢のもとで当社グループは、有機溶剤専業メーカーとして新規ユーザーの開

拓を中心に販売拡大を図りましたが、製品については生産数量134,421トン、出荷数量
134,342トンとなりました。
当連結会計年度の業績といたしましては、売上高は一部の単一溶剤の出荷が減少しました

が、国内の原油・ナフサ市況が前年に比べて高水準で推移したことにより、原材料価格の上
昇分を販売価格に一部価格転嫁したことにより販売単価が上昇したため、343億91百万円
となりました。
主な品目別の売上高は、ラッカーシンナー類が６億76百万円、合成樹脂塗料用シンナー

類が５億48百万円、洗浄用シンナー類が20億67百万円、印刷用溶剤類が66億14百万円、
特殊シンナー類が34億27百万円、単一溶剤類が138億17百万円、塗料・その他が21億87
百万円、単一溶剤を中心とした商品が50億35百万円、その他収入16百万円となりました。
利益面につきましては、原材料の高騰や運送費の上昇等がありましたが、効率的な原材料

購入と原材料の上昇分を一部価格転嫁した結果、営業利益12億53百万円、経常利益13億７
百万円となり、親会社株主に帰属する当期純利益９億55百万円となりました。
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（2）設備投資等の状況
当連結会計年度における設備投資は、越谷工場及び兵庫工場のシンナー製造設備等３億

19百万円を実施いたしました。

（3）資金調達の状況
特記すべき重要な資金調達はありません。

（4）対処すべき課題
今後の見通しといたしましては、長期化するウクライナ情勢等による資源価格の上昇や為

替変動、中国・台湾問題など、当社グループを取り巻く経営環境は引き続き厳しい状況で推
移するものと思われます。
当業界も一段と競争が激化するものと予想され、原油・ナフサ市況も上昇傾向で推移し先

行き不透明であり、原材料価格の動向も予断を許さない状況にあります。
このような環境下におきまして当社グループは、経営資源を駆使して積極的な経営活動を

展開し、さらなる新規需要の開拓など販売活動に全力を傾注するとともに生産、物流面での
合理化を推進して業績の向上に取り組む所存であります。
株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し上

げます。

（5）財産及び損益の状況の推移

区 分 第 68 期
2020年３月期

第 69 期
2021年３月期

第 70 期
2022年３月期

第71期
(当連結会計年度)
2023年３月期

売 上 高 (百万円) － － － 34,391

経 常 利 益 (百万円) － － － 1,307
親会社株主に帰属
する当期純利益 (百万円) － － － 955

１株当たり当期純利益 (円) － － － 208.96

総 資 産 (百万円) － － － 24,392

純 資 産 (百万円) － － － 15,441
（注）１. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき算出しております。

２. 第71期（当連結会計年度）より連結計算書類を作成しておりますので、第70期以前の各数値は記載
しておりません。
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（6）重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

山崎梱包運輸株式会社 12,250千円 100％ 運送業
（注）当社は2022年６月29日開催の取締役会決議に基づき、2022年10月３日に山崎梱包運輸株式会社の株

式を取得し、同社を連結子会社といたしました。

（7）主要な事業内容
当社は、製品としてラッカーシンナー、合成樹脂塗料用シンナー、印刷用溶剤、洗浄用シ

ンナー、特殊シンナー、単一溶剤など各種化学品の製造販売をしておりますが、一部商品と
して原料溶剤などを販売しております。

（8）主要な事業所
① 当社

本 社 東京都港区芝大門一丁目９番９号
支 店 大阪支店（大阪市） 名古屋支店（名古屋市）

東京支店（埼玉県）
営 業 所 福岡営業所（福岡市） 仙台営業所（仙台市）
工 場 越谷工場（埼玉県） 兵庫工場（兵庫県）

② 子会社
山崎梱包運輸株式会社

本 社 埼玉県越谷市
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（9）従業員の状況
① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

232名 ―
（注）1. 従業員数には、臨時雇用者（嘱託、パートタイマー及びアルバイト）は含まれておりません。

2. 第71期（当連結会計年度）より連結計算書類を作成しているため、前連結会計年度末比増減は記載
しておりません。

② 当社の従業員の状況

性 別 従 業 員 数 前期末比増減(△) 平 均 年 齢 平均勤続年数

男 性 145名 △1名 42.0才 17.9年

女 性 48 △1 41.6 15.0

合計または平均 193 △2 41.9 17.2

（注）従業員数には、臨時雇用者（嘱託、パートタイマー及びアルバイト）は含まれておりません。臨時雇用
者の年間平均雇用人員は24名であります。

（10）主要な借入先
借 入 先 借 入 金 残 高

株式会社三井住友銀行 10百万円
日本生命保険相互会社 5
三井住友信託銀行株式会社 5
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2. 会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 11,760,000株
（2）発行済株式の総数 4,575,201株（自己株式数 16,799株を除く。）
（3）株 主 数 743名
（4）大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
坪 井 典 明 604千株 13.21％
有 限 会 社 坪 井 556 12.16
ビービーエイチ フオー フイデリテイ ロー プライスド ストツクフアンド（プリンシパル オールセクター サブポートフオリオ） 249 5.44
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 234 5.11
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 169 3.69
大 伸 化 学 従 業 員 持 株 会 145 3.17
丸 善 石 油 化 学 株 式 会 社 130 2.84
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 73 1.60
ＩＮＴＥＲＡＣＴＩＶＥ ＢＲＯＫＥＲＳ ＬＬＣ 70 1.54
杉 浦 久 毅 69 1.51
（注）持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

3. 会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

2023年05月25日 10時36分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 21 ―

4. 会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 杉 浦 久 毅 総務部担当
山崎梱包運輸株式会社 取締役

代 表 取 締 役 社 長 堀 越 進 資材部担当
山崎梱包運輸株式会社 取締役

常 務 取 締 役 小 林 進 製造本部長
常 務 取 締 役 遠 藤 次 郎 営業本部長
取 締 役 坪 田 法 幸 営業本部副本部長 兼大阪支店長 兼第一営業部長
取 締 役 小 川 昌 宏 弁護士
取 締 役 新 海 寛 彦
常 勤 監 査 役 丸 山 淳
監 査 役 近 藤 司
監 査 役 野 﨑 満
（注）1. 取締役小川昌宏氏、取締役新海寛彦氏は、社外取締役であります。

2. 監査役近藤司氏、監査役野﨑満氏は、社外監査役であります。
3. 取締役小川昌宏氏、取締役新海寛彦氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定して

おります。
4. 2022年６月29日開催の第70期定時株主総会において、新たに野﨑満氏が監査役に選任され、就任

いたしました。
5. 監査役丸山淳氏は、金融機関における長年の経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有しております。
６. 2022年６月29日開催の第70期定時株主総会において、監査役松井和則氏は辞任により退任いたし

ました。
７. 当事業年度末日後に生じた取締役の担当及び重要な兼職の異動は下記のとおりであります。

氏 名
担当及び重要な兼職の状況

異 動 年 月 日
変更後 変更前

坪 田 法 幸
営業本部副本部長
兼東日本統括
兼第一営業部長

営業本部副本部長
兼大阪支店長
兼第一営業部長

2023年４月１日
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（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役の小川昌宏氏、新海寛彦氏、社外監査役の近藤司氏、野﨑満氏との間

で、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契
約を締結しております。当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額としておりま
す。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、すべての取締役及び監査役を被保険者とした、会社法第430条の３第１項に規定

する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。
当該契約の概要は、以下のとおりであります。
・会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟等により、被保険者が負担することとなった争訟
費用及び損害賠償金等を補填の対象としております。

・被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、被保険者
による犯罪等に起因する損害等については、補填の対象外としております。

・当該契約の保険料は、全額当社が負担しております。

（4）取締役及び監査役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、2022年２月９日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係
る決定方針を改定決議しております。当該取締役会の決議に際しては、決議する内容につ
いて社外役員の意見を踏まえ決定しております。
また、取締役会は当該事業年度に係る取締役の個人別報酬等について、報酬等の内容の決

定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していること
を確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。

a 報酬制度の目的
企業価値の増大を担う優秀な経営者を確保するため、透明性、公正性の高い報酬決定プ

ロセスの確保を目的としております。
b 報酬水準

報酬水準は、同業種他社及び同業種同規模他社に比べ報酬としての競争力を維持できる
ような水準を目指し、経済情勢や当社業績、他社水準等を踏まえて見直しを行っておりま
す。
c 役員報酬の構成
役員報酬は取締役、監査役別の体系とし、固定報酬である月例の基本報酬及び退職慰労

金、短期の業績連動的な意味合いを持つ役員賞与で構成されております。
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d 役員報酬決定の手続き
(a) 取締役

取締役の基本報酬は、株主総会の決議により定められた取締役報酬総額の限度内に
おいて、各人の職責、経験、能力、実績等を考慮の上、代表取締役会長杉浦久毅及び
代表取締役社長堀越進が社外取締役と支給総額及び個別支給額を協議した上で取締役
会に提示し、社外取締役及び社外監査役の出席する取締役会で協議の上決定しており
ます。
取締役への退職慰労金の支給については、株主総会の決議により取締役会に支給の

時期、内容について委ねられ、退職慰労金について定めた規程に基づき、各取締役が
歴任した役位別在任年数、役位別係数等から計算した基準額及び在任中の功績を考慮
し、社外取締役及び社外監査役の出席する取締役会で協議の上決定しております。
取締役への役員賞与は、原則的には会社が期初に公表した経常利益目標を実績数値

が上回った場合に、売上高の目標達成状況、その他定性要因を考慮して取締役への支
給の可否、支給総額が株主総会で決議され、その後、社外取締役及び社外監査役の出
席する取締役会において個別に支給額を決定しております。

(b) 監査役
監査役の基本報酬は、株主総会の決議により定められた監査役報酬総額の限度内に

おいて、各人の職責、経験、能力、実績等を考慮の上、代表取締役が支給総額及び個
別支給額を監査役会に提示し、監査役の協議の上決定しております。
監査役への退職慰労金の支給については、株主総会の決議により取締役会に支給の

時期、内容について委ねられ、退職慰労金について定めた規程に基づき、各監査役が
歴任した役位別在任年数、役位別係数等から計算した基準額及び在任中の功績を考慮
し、監査役の協議の上決定しております。
監査役への役員賞与は、監査役への支給の可否、支給総額が株主総会で決議され、

その後、監査役の協議の上個別に支給額を決定しております。

(c) 報酬限度額
2015年６月26日開催の第63期定時株主総会において、取締役の報酬限度額は、年

額250,000千円以内（社外取締役20,000千円以内を含む。なお、使用人兼務取締役の
使用人としての給与は含まない。）と決議し、監査役の報酬限度額は、年額40,000千
円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は７名（うち、
社外取締役１名）、監査役の員数は４名であります。
また、2011年６月29日開催の第59期定時株主総会において、上記の取締役報酬額

とは別枠として、常勤取締役に対するストックオプションとしての新株予約権に関す
る報酬等は、年額15,000千円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の
取締役の員数は５名であります。
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② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役 員 区 分
報酬等の
総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬 退職慰労金 賞与
取締役
(社外取締役を除く。) 209,040 161,040 13,600 34,400 5

監査役
(社外監査役を除く。) 22,000 17,400 2,200 2,400 1

社外取締役 11,600 9,600 400 1,600 2

社外監査役 12,200 9,600 1,000 1,600 3
（注）1．上記の退職慰労金は、当事業年度の引当金繰入額、取締役(社外取締役を除く)５名に対して13,600

千円、監査役(社外監査役を除く)１名に対して2,200千円、社外取締役２名に対して400千円、社外
監査役3名に対して400千円を含んでおります。

2．上記の賞与は、当事業年度の引当金繰入額、取締役(社外取締役を除く)５名に対して34,400千円、
監査役(社外監査役を除く)１名に対して2,400千円、社外取締役２名に対して1,600千円、社外監査
役2名に対して1,600千円を含んでおります。
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（5）各社外役員の当事業年度における主な活動状況
地 位 氏 名 主 な 活 動 状 況

取締役 小 川 昌 宏

当事業年度に開催された取締役会７回すべてに出席し、弁護士として業務
執行を行う経営陣から独立した客観的な視点から、特にコンプライアン
ス・危機管理に関して、弁護士としての企業法務についての専門的な見地
から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を適宜
行っております。
また、取締役会の席上以外でも、代表取締役等との意見交換の場におい
て、有益な意見具申をされております。

取締役 新 海 寛 彦

当事業年度に開催された取締役会７回すべてに出席し、大手商社という異
なる企業文化で育まれた独自の観点から、特に新規分野を含めた事業展開に
関して、当社の経営戦略に関する発言を適宜行っております。
また、取締役会の席上以外でも、代表取締役等との意見交換の場におい
て、有益な意見具申をされております。

監査役 近 藤 司

当事業年度に開催された監査役会６回すべてに出席し、また取締役会７回
すべてに出席し、他業態の製造に関するリスク管理に長らく携わった企業
経営者の視点に基づき、当社の製造工場における安全を第一とする安全衛
生管理体制並びに的確な品質管理体制の構築に寄与すべく、企業ガバナン
ス強化の観点から、議案審議に必要な質問・発言・提言を適宜行っており
ます。
また、取締役会及び監査役会の席上以外でも、代表取締役等との意見交換
の場において、有益な意見具申をされております。

監査役 野 﨑 満

社外監査役就任後に開催された監査役会５回に出席し、また取締役会にも
６回出席し、他業態での組織マネジメントに関する豊富な実務経験と幅広
い知見に基づき、議案審議に必要な質問・発言・提言を適宜行っておりま
す。
また、取締役会及び監査役会の席上以外でも、代表取締役等との意見交換
の場において、有益な意見具申をされております。
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5. 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

應和監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等 21,000千円
（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、①の額はこれらの合計額を記載して
おります。

② 当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額
21,000千円

（3）会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算

出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで会計監査人の報酬等の
額について同意の判断をいたしました。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社都合の場合のほか、会計監査人が会社法・公認会計士法の法令に違反・抵触した場合

及び公序良俗に反する行為があったと判断した場合、監査役会はその事実に基づき、当該会
計監査人の解任又は不再任の検討を行い、解任又は不再任が妥当と判断した場合は、株主総
会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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6. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（1）業務の適正を確保するための体制

当社は、2022年10月３日に山崎梱包運輸株式会社の株式を100％取得し子会社化したこ
とに伴い、会社法施行規則第100条第１項第５号（当該株式会社並びにその親会社及び子会
社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制）を遵守するため、2022年
11月10日開催の取締役会において、内部統制システムの基本方針を一部改訂いたしました。
基本方針は、下記のとおりとなっております。

① 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
a コンプライアンス体制の全社的取組強化の一環として、「大伸化学グループ企業行動指

針」「大伸化学グループ役員・社員行動規範」を制定し、全役員、全社員が法令・定款及
び社会的規範を遵守する体制を構築しております。
また、コンプライアンスに対する取組は総務部が総括し、啓蒙教育を継続的に行い、内
部監査室等部門がその状況を監査しております。

b「内部通報マニュアル」に基づき、社内におけるコンプライアンス違反に対する相談窓口
を設置し、不正行為の早期発見、是正ができる仕組みを確立しております。

② 取締役の職務執行に係る情報の保存その他の体制
取締役の職務の執行に係る情報は「文書管理規程」「情報セキュリティポリシー」に則

り、文書等に記録保存され、常に取締役及び監査役の閲覧に供することができます。

③ 損失の危機の管理に関する規程その他の体制
経営上のリスクの分析及び対策については「大伸化学グループリスク管理方針」を制定

し、経営企画室が主管部署として定期的あるいは随時見直しを行い、経営会議において審
議及び方針決定等の対応をしております。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
重要事項については、取締役等を構成員とする重要な会議（取締役会、経営会議等）に

おいて、効率的かつ迅速に審議決定されております。
また、日常の職務執行に際しましては、決裁規程、決裁権限一覧表等に基づき権限の委

譲が行われており、各レベルの責任者が意思決定ルールに則り業務を遂行しております。
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⑤ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
a 当社の「子会社管理規程」に基づき、子会社の経営上の重要な事項の実施に際しては、

事前に当社と協議し承認を得る体制となっております。
b グループ全体の内部統制の構築という観点から、当社の監査役及び内部監査部門による

子会社監査が実施される体制になっております。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する体制
現状、監査役の職務を補助する使用人はおりませんが、監査役の要請に応じて適宜、取

締役と協議の上、人員配置することとしております。

⑦ 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役より監査業務に必要な命令を受けた社員（以下、補助使用人という）は、その命

令に関して、取締役、その他の社員の命令を受けることはありません。

⑧ 監査役のその職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
監査役は、補助使用人と定期的に、内部監査結果等について情報交換、意見交換を行う

とともに、補助使用人が取締役会、経営会議等の重要な会議に出席する機会を確保してお
ります。

⑨ 取締役及び使用人が監査役会又は監査役に報告するための体制、その他の監査役会又は
監査役への報告に関する事項
取締役又は使用人は、監査役会に対して、法定の事項に加え、全社的に重大な影響を及

ぼす事項等については、経営会議等で十分な説明・報告を行うとともに、随時報告・情報
提供を行っております。

⑩ 報告をした者が当該報告をしたことを理由として不当な取り扱いを受けないことを確保
するための体制
内部通報窓口（監査役等）に対して通報した者が、処遇等について不利な取り扱いを受

けないことを、「内部通報マニュアル」において定められております。
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⑪ 監査役の職務の執行について生ずる費用又は償還の手続きその他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払等の請求をした時は、当該請求に

係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速や
かに当該費用について支払うものとします。

⑫ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保する体制
監査役は、代表取締役とは定期的に、経営会議等において意見交換をしております。ま

た監査法人とも年２回以上意見交換を行っております。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下の

とおりであります。
① コンプライアンス体制

コンプライアンス体制の強化の一環として、「大伸化学グループ企業行動指針」「大伸化
学グループ社員・役員行動規範」を制定し、コンプライアンスの重要性を社内に明示して
おります。また、営業本部会議及び製造本部会議等において具体的事例を示し説明すると
ともに、役員が社員に対して直接面談をする機会を設け、コンプライアンスの遵守に関し
て周知徹底をしております。

② リスク管理体制
「大伸化学グループリスク管理方針」を定め、リスクの見直し対応ができる仕組みを整

備するとともに、内部監査機能として内部統制担当部門である経営企画室が計画的にリス
ク内容の検証も合わせて行っております。当事業年度におきましては、経営企画室が現時
点において発生する可能性のあるリスク項目を再度見直し、各部門のモニタリング結果を
踏まえて、経営会議において審議し、リスク項目の見直し及びリスクに対する対応を決定
しております。
新型コロナウイルス感染症による、従業員の感染リスクに対しては、在宅勤務の導入・

時差出勤の推奨・ウェブ会議等を実施し、リスクの低下を図っております。
また、生産拠点を東日本に越谷工場、西日本に兵庫工場と二ヵ所に分散配置し補完機能

をもたせており、リスクの分散を行っております。

③ 取締役の職務の執行
取締役会規程や社内規程を制定し、取締役が法令及び定款に則って行動するように徹底

しております。また当事業年度におきましては、経営上の重要事項についての意思決定並
びに経営計画の進捗状況の把握を目的とした取締役会を定例として３ヵ月に１回、その他
必要に応じて随時開催するとともに経営会議を複数回開催しております。
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④ 監査役の職務の執行
監査役会が期初に定めた監査計画に基づき、取締役会等重要な会議に出席するなどして

取締役の職務執行状況を監視するほか、会計監査人に対する定期的な監査内容の確認及び
「監査上の主要な検討事項」を含めた打合せ、内部監査部門に対する内部統制に関する打合
せ、各部門及び各拠点に対する業務監査、及び製造部門に対する棚卸立ち合い等を行って
おります。
また当事業年度におきましては、取締役会等重要な会議への出席、会計監査人との間で

は定期的な打合せの実施、内部監査部門との連絡会の開催、全ての拠点に対する業務監査
並びに越谷工場・兵庫工場の期末棚卸に立ち合い、コンプライアンス対応等を含めた結果
を、定期的に開催した監査役会において審議しております。

⑤ 子会社の経営管理体制
当社の「子会社管理規程」において、子会社が承認を受けるべき事項、報告をすべき事

項を定めており、必要に応じ報告を求めることで、当社グループとしての経営について協
議し、子会社が当社の経営方針に則って適正に運営されているかを確認しております。

7. 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主に対する利益還元を経営の重要施策のひとつとして位置付けており、将来の事

業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続して実施
していくことを基本方針としております。
配当水準といたしましては、業績に対応した配当を行うことを基本としつつ、純資産配当率

が市中の金利水準を上回ることを念頭におき、配当性向及び内部留保等を勘案して決定する方
針をとっております。

…………………………………………………………………………………………………………………
（注）本事業報告の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
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連結貸借対照表（2023年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 18,854,464 流 動 負 債
電 子 記 録 債 務
買 掛 金
１年内返済予定の長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債
退職給付に係る負債
役員退職慰労引当金
リ ー ス 債 務
長 期 未 払 金
長 期 預 り 金
繰 延 税 金 負 債

8,713,648
2,874,855
4,731,002

20,000
16,742

298,001
93,301

253,220
155,315
165,267
40,000
65,940
237,464
40,573

149,450
22,433
1,589

22,583
834

現 金 及 び 預 金 5,705,635
受 取 手 形 832,825
電 子 記 録 債 権 3,478,918
売 掛 金 7,566,030
商 品 及 び 製 品 226,431
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 918,768
預 け 金 17,878
未 収 入 金 88,158
そ の 他 21,005
貸 倒 引 当 金 △1,188

固 定 資 産 5,538,379
有形固定資産 4,089,609
建 物 及 び 構 築 物 1,443,306
機 械装置及び運搬具 403,333
工 具、 器 具 及 び 備 品 120,070
土 地 1,960,786
建 設 仮 勘 定 162,112
無形固定資産 82,268
借 地 権 25,357 負 債 合 計 8,951,112
ソ フ ト ウ エ ア 50,061 （純 資 産 の 部）
そ の 他 6,849 株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
退職給付に係る調整累計額

15,260,337
729,000
675,939

13,867,917
△12,519
181,393
68,348

113,044

投資その他の資産 1,366,501
投 資 有 価 証 券 366,216
長 期 貸 付 金 34,462
長 期 前 払 費 用 6,692
差 入 保 証 金 106,451
保 険 積 立 金 771,569
繰 延 税 金 資 産 67,375
そ の 他 33,974
貸 倒 引 当 金 △20,239 純 資 産 合 計 15,441,730
資 産 合 計 24,392,843 負債及び純資産合計 24,392,843
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連結損益計算書（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 34,391,592
売 上 原 価 29,837,720
売 上 総 利 益 4,553,872
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,300,139
営 業 利 益 1,253,733
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 21,000
保 険 返 戻 金 3,955
受 取 出 向 料 2,700
そ の 他 27,705 55,361

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,144
手 形 売 却 損 886
保 険 解 約 損 6
そ の 他 0 2,037

経 常 利 益 1,307,056
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,790 2,790
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 265 265
税金等調整前当期純利益 1,309,581

法人税、住民税及び事業税 392,664
法 人 税 等 調 整 額 △39,029 353,635

当 期 純 利 益 955,946
親会社株主に帰属する当期純利益 955,946
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連結株主資本等変動計算書（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）
（単位：千円）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 729,000 675,537 13,058,377 △12,519 14,450,395
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － △146,406 － △146,406
親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益 － － 955,946 － 955,946

自己株式の取得 － － － － －
自己株式の処分 － 402 － 2,000 2,402
新規連結子会社が所有する親会社株式 － － － △2,000 △2,000
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額) － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － 402 809,539 － 809,941
当 期 末 残 高 729,000 675,939 13,867,917 △12,519 15,260,337

（単位：千円）
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計その他有価証券
評価差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 61,296 31,542 92,839 14,543,235
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － － △146,406
親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益 － － － 955,946

自己株式の取得 － － － －
自己株式の処分 － － － 2,402
新規連結子会社が所有する親会社株式 － － － △2,000
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額) 7,051 81,502 88,554 88,554

当 期 変 動 額 合 計 7,051 81,502 88,554 898,495
当 期 末 残 高 68,348 113,044 181,393 15,441,730
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【連結注記表】
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
1. 連結の範囲に関する事項
連結子会社の数………… １社
連結子会社の名称………… 山崎梱包運輸株式会社
山崎梱包運輸株式会社は2022年10月３日の株式取得に伴い、当連結会計年度より連結子会社となりました。

2. 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……………… 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

市場価格のない株式等……………… 移動平均法による原価法
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
a 商品及び製品・原材料………………… 総平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
b 貯 蔵 品………………… 最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
a 有形固定資産
（a）リース資産以外の有形固定資産……定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

（b）リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産……自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によってお

ります。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており

ます。
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b 無形固定資産
（a）リース資産以外の無形固定資産……定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお
ります。

（b）リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産……自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によってお

ります。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており

ます。
c 長 期 前 払 費 用……………………均等償却をしております。

（3）重要な引当金の計上基準
a 貸 倒 引 当 金……………………営業債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

b 賞 与 引 当 金……………………従業員の賞与の支給に備えるため、翌連結会計年度支給見込額のうち
当連結会計年度負担分を計上しております。

c 役員賞与引当金……………………役員の賞与の支給に備えるため、翌連結会計年度支給見込額を計上し
ております。

d 役員退職慰労引当金……………………役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度
末要支給額を計上しております。
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（4）重要な収益及び費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

製品及び商品の販売
化学品事業においては、主に有機溶剤の製造及び販売を行っております。このような製品及び商品の販

売については、製品及び商品を引き渡した時点において顧客が当該製品及び商品に対する支配を獲得する
ことから、履行義務が充足されると判断しており、当該製品及び商品をそれぞれ引き渡した時点で収益を
認識しております。
なお、製品及び商品の国内の販売において、出荷時から当該製品及び商品の支配が顧客に移転される時

までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

（5）その他連結計算書類作成のための重要な事項
a 退職給付に係る会計処理の方法
・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。
・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によ

り費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定率

法により、発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
b のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間で均等償却しております。なお、金額に重要性のない場合には、発生
時に全額償却しております。

５. 追加情報
（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染症の影響については、今後の収束時期等を正確に予測することは困難な状況にあり
ますが、現時点においては、新型コロナウイルス感染症が当社グループの業績に与える影響は軽微であると想
定しております。
上記の想定を基に見積りを行っておりますが、今後、実際の推移が上記の仮定と大きく乖離する場合には、

翌連結会計年度の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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（重要な会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産
1. 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 67,375千円

2. 会計上の見積り内容に関する情報
（1）算出方法

繰延税金資産は、将来減算一時差異の解消により、将来の税金負担額を軽減する効果を有すると認め
られる範囲を回収可能性があると判断し計上しております。具体的には、将来の一時差異解消スケジュ
ール、タックスプランニング及び収益力に基づく課税所得の見積り等に基づいて判断しております。

（2）主要な仮定
当社の課税所得の見積りの基礎となる事業計画の主要な仮定は、ナフサ価格を元に予測した製品の販

売価格、及び需要予測に基づく製品の販売数量となります。
（3）翌年度の連結計算書類に与える影響

主要な仮定である販売価格及び販売数量は、見積りの不確実性が高く、販売数量及び販売価格が変動
する可能性があります。また、新型コロナウイルス感染症の収束時期を予測することは現時点において
は困難であり、不確実性を伴っております。そのため、実際の経営環境や損益の状況が一定の仮定と大
きく乖離した場合には、翌連結会計年度の繰延税金資産の回収可能性に重要な影響を及ぼす可能性があ
ります。

（連結貸借対照表に関する注記）
1. 債権流動化による譲渡残高

受取手形 115,342千円
預け金（譲渡済売上債権未回収分） 17,878千円
預け金は譲渡済売上債権のうち、債権買取会社への期末現在の必要留保額であります。

2. 有形固定資産の減価償却累計額 8,942,006千円

3. 担保に供している資産 建 物 230,400千円

土 地 538,758千円
合 計 769,158千円

上記に対応する債務
１年内返済予定の
長期借入金 10,000千円
長期借入金 －千円
合 計 10,000千円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末
普通株式 4,592,000株 －株 －株 4,592,000株

2. 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末
普通株式 16,799株 2,000株 2,000株 16,799株

（変動事由の概要）
新規連結子会社が所有する親会社株式の増加 2,000株
新規連結子会社が所有する親会社株式の市場への売却による減少 2,000株

3. 新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

4. 配当に関する事項
（1）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2022年６月29日
定時株主総会 普通株式 146,406 32.00 2022年３月31日 2022年６月30日

（2）当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2023年６月29日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 183,008 40.00 2023年３月31日 2023年６月30日
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（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行等からの借入
及び社債の発行による方針です。なお、デリバティブ取引の利用は行っておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
受取手形、電子記録債権及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿って期日管理及び与

信管理を行い、取引先の信用状況を四半期ごとに把握する体制としています。また、投資有価証券は株式
であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。
借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。社債の使途は設備投

資資金であります。なお、資金調達に係る流動性リスクは、資金計画を作成、更新するとともに、手許流
動性の維持などにより管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。

2. 金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。また、現金及び預金、受取手形、電子記録債権、売掛金、電子記録債務、買掛金については、現
金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略
しております。

貸借対照表計上額(千円) 時 価(千円) 差 額(千円)
投資有価証券
その他有価証券 314,794 314,794 －

長期貸付金 34,462 34,462 －
資産計 349,256 349,256 －

長期借入金 20,000 19,989 △10
リース債務 39,176 38,853 △322
長期未払金 1,589 1,571 △17

負債計 60,765 60,415 △350
（注）市場価格のない株式等は、「投資有価証券 その他有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連

結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。
区分 当連結会計年度(千円)

非上場株式 51,421
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3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区 分 時 価(千円)
レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

投資有価証券
その他有価証券
株式 314,794 － － 314,794

資産計 314,794 － － 314,794
（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区 分 時 価(千円)
レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

長期貸付金 － 34,462 － 34,462
資産計 － 34,462 － 34,462

長期借入金 － 19,989 － 19,989
リース債務 － 38,853 － 38,853
長期未払金 － 1,571 － 1,571

負債計 － 60,415 － 60,415
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ

の時価をレベル１の時価に分類しております。
長期貸付金

長期貸付金の時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で
割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で
割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。
リース債務

リース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規契約を行った場合に想定される利率で
割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。
長期未払金

長期未払金の時価については、元利金の合計額を同様の新規契約を行った場合に想定される利率で
割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。
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（収益認識に関する注記）
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

品 目 販 売 高 (千円)

製品
ラッカーシンナー類 676,524
合成樹脂塗料用シンナー類 548,231
洗浄用シンナー類 2,067,031
印刷用溶剤類 6,614,450
特殊シンナー類 3,427,976
単一溶剤類 13,817,935
塗料・その他 2,187,465

小計 29,339,615
商品
単一溶剤 4,665,190
その他商品 370,681

小計 5,035,872
その他収入 16,105

小計 16,105
合計 34,391,592

2. 収益を理解するための基礎となる情報
製品及び商品の販売
化学品事業においては、主に有機溶剤の製造及び販売を行っております。このような製品及び商品の販売に

ついては、製品及び商品を引き渡した時点において顧客が当該製品及び商品に対する支配を獲得することか
ら、履行義務が充足されると判断しており、当該製品及び商品をそれぞれ引き渡した時点で収益を認識してお
ります。
なお、製品及び商品の国内の販売において、出荷時から当該製品及び商品の支配が顧客に移転される時まで

の期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
代金は、取引先との契約に基づき、概ね2.5ヵ月以内に回収しております。

3. 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
該当事項はありません。
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（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 3,375円09銭
2. １株当たり当期純利益 208円96銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表（2023年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 18,785,109 流 動 負 債
電 子 記 録 債 務
買 掛 金
１年内返済予定の長期借入金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
長 期 預 り 金

8,672,382
2,874,855
4,698,155

20,000
341,614
72,896

253,020
149,382
157,210
40,000
65,247
375,167
203,133
149,450
22,583

現 金 及 び 預 金 5,648,830
受 取 手 形 826,983
電 子 記 録 債 権 3,478,918
売 掛 金 7,560,069
商 品 及 び 製 品 226,431
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 918,768
預 け 金 17,878
未 収 入 金 87,412
そ の 他 21,005
貸 倒 引 当 金 △1,188

固 定 資 産 5,624,707
有形固定資産 3,971,770
建 物 822,719
構 築 物 617,299
機 械 及 び 装 置 305,259 負 債 合 計 9,047,549
車 両 運 搬 具 52,556 （純 資 産 の 部）
工 具、 器 具 及 び 備 品 119,666 株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

15,293,918
729,000
675,537
666,880

8,657
13,901,899

86,245
13,815,654

38,552
3,475,000

10,302,101
△12,519
68,348
68,348

土 地 1,892,156
建 設 仮 勘 定 162,112
無形固定資産 82,218
借 地 権 25,357
ソ フ ト ウ エ ア 50,061
そ の 他 6,799
投資その他の資産 1,570,718
投 資 有 価 証 券 366,216
関 係 会 社 株 式 137,800
長 期 貸 付 金 68,562
長 期 前 払 費 用 6,300
差 入 保 証 金 102,473
保 険 積 立 金 763,214
繰 延 税 金 資 産 114,471
そ の 他 31,924
貸 倒 引 当 金 △20,243 純 資 産 合 計 15,362,266
資 産 合 計 24,409,816 負債及び純資産合計 24,409,816
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損益計算書（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 34,375,862
売 上 原 価 29,867,758
売 上 総 利 益 4,508,103
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,216,603
営 業 利 益 1,291,499
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 21,180
保 険 返 戻 金 3,955
受 取 出 向 料 2,700
そ の 他 26,060 53,897

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,144
手 形 売 却 損 886
保 険 解 約 損 6 2,036

経 常 利 益 1,343,360
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,790 2,790
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 265 265
税 引 前 当 期 純 利 益 1,345,884

法人税、住民税及び事業税 392,564
法 人 税 等 調 整 額 △36,608 355,956

当 期 純 利 益 989,928
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株主資本等変動計算書（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金
資 本 準 備 金 その他資本剰余金 利 益 準 備 金 その他利益剰余金

当 期 首 残 高 729,000 666,880 8,657 86,245 12,972,131
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － － － △146,406
固定資産圧縮積立金の取崩 － － － － －
別途積立金の積立 － － － － －
当 期 純 利 益 － － － － 989,928
自 己 株 式 の 取 得 － － － － －
自 己 株 式 の 処 分 － － － － －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額) － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 843,522
当 期 末 残 高 729,000 666,880 8,657 86,245 13,815,654

（単位：千円）
株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計自己株式 株主資本
合 計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △12,519 14,450,395 61,296 61,296 14,511,692
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － △146,406 － － △146,406
固定資産圧縮積立金の取崩 － － － － －
別途積立金の積立 － － － － －
当 期 純 利 益 － 989,928 － － 989,928
自 己 株 式 の 取 得 － － － － －
自 己 株 式 の 処 分 － － － － －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額) － － 7,051 7,051 7,051

当 期 変 動 額 合 計 － 843,522 7,051 7,051 850,574
当 期 末 残 高 △12,519 15,293,918 68,348 68,348 15,362,266
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（注）その他利益剰余金の内訳
(単位：千円)

固定資産圧縮積立金 別 途 積 立 金 繰 越 利 益 剰 余 金 合 計
当 期 首 残 高 41,257 3,375,000 9,555,874 12,972,131
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － △146,406 △146,406
固定資産圧縮積立金の取崩 △2,705 － 2,705 －
別途積立金の積立 － 100,000 △100,000 －
当 期 純 利 益 － － 989,928 989,928
自 己 株 式 の 取 得 － － － －
自 己 株 式 の 処 分 － － － －

当 期 変 動 額 合 計 △2,705 100,000 746,227 843,522
当 期 末 残 高 38,552 3,475,000 10,302,101 13,815,654
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【個別注記表】
（重要な会計方針）
1. 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの…………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）
市場価格のない株式等…………移動平均法による原価法

2. 棚卸資産の評価基準及び評価方法
（1）商品及び製品・原材料…………… 総平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
（2）貯 蔵 品…………… 最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

3. 固定資産の減価償却の方法
（1）有 形 固 定 資 産

①リース資産以外の有形固定資産……定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建
物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附
属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

②リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産……自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっておりま

す。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま

す。
（2）無 形 固 定 資 産

①リース資産以外の無形固定資産……定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

②リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産……自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっておりま

す。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま

す。
（3）長期前払費用………………均等償却をしております。
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4. 引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金………………営業債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞 与 引 当 金………………従業員の賞与の支給に備えるため、翌事業年度支給見込額のうち当事業年
度負担分を計上しております。

（3）役員賞与引当金………………役員の賞与の支給に備えるため、翌事業年度支給見込額を計上しておりま
す。

（4）退職給付引当金………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（５年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（12年）による定率法により、発生の翌事業年度から費用処理し
ております。
・未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における
取扱いが連結貸借対照表と異なります。

（5）役員退職慰労引当金………………役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給
額を計上しております。

5. 収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充

足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

製品及び商品の販売
化学品事業においては、主に有機溶剤の製造及び販売を行っております。このような製品及び商品の販売に

ついては、製品及び商品を引き渡した時点において顧客が当該製品及び商品に対する支配を獲得することか
ら、履行義務が充足されると判断しており、当該製品及び商品をそれぞれ引き渡した時点で収益を認識してお
ります。
なお、製品及び商品の国内の販売において、出荷時から当該製品及び商品の支配が顧客に移転される時まで

の期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
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６. 追加情報
（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染症の影響については、今後の収束時期等を正確に予測することは困難な状況にあり
ますが、現時点においては、新型コロナウイルス感染症が当社グループの業績に与える影響は軽微であると想
定しております。
上記の想定を基に見積りを行っておりますが、今後、実際の推移が上記の仮定と大きく乖離する場合には、

翌事業年度の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

（重要な会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産
1. 当事業年度の計算書類に計上した金額 114,471千円

2. 会計上の見積り内容に関する情報
（1）算出方法

繰延税金資産は、将来減算一時差異の解消により、将来の税金負担額を軽減する効果を有すると認め
られる範囲を回収可能性があると判断し計上しております。具体的には、将来の一時差異解消スケジュ
ール、タックスプランニング及び収益力に基づく課税所得の見積り等に基づいて判断しております。

（2）主要な仮定
当社の課税所得の見積りの基礎となる事業計画の主要な仮定は、ナフサ価格を元に予測した製品の販

売価格、及び需要予測に基づく製品の販売数量となります。
（3）翌年度の計算書類に与える影響

主要な仮定である販売価格及び販売数量は、見積りの不確実性が高く、販売数量及び販売価格が変動
する可能性があります。また、新型コロナウイルス感染症の収束時期を予測することは現時点において
は困難であり、不確実性を伴っております。そのため、実際の経営環境や損益の状況が一定の仮定と大
きく乖離した場合には、翌事業年度の繰延税金資産の回収可能性に重要な影響を及ぼす可能性がありま
す。

2023年05月25日 10時36分 $FOLDER; 51ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 51 ―

（貸借対照表に関する注記）
1. 債権流動化による譲渡残高

受取手形 115,342千円
預け金（譲渡済売上債権未回収分） 17,878千円
預け金は譲渡済売上債権のうち、債権買取会社への期末現在の必要留保額であります。

2. 有形固定資産の減価償却累計額 8,806,527千円

3. 担保に供している資産 建 物 230,400千円

土 地 538,758千円
合 計 769,158千円

上記に対応する債務
１年内返済予定の
長期借入金 10,000千円
長期借入金 －千円
合 計 10,000千円

４. 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務
短期金銭債権 97千円
長期金銭債権 34,100千円
短期金銭債務 53,831千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
売上高 374千円
営業費用 290,284千円
営業取引以外の取引高 1,092千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末
普通株式 16,799株 －株 －株 16,799株
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な内訳
（繰延税金資産）

賞与引当金 47,886千円
貸倒引当金 6,528千円
未払事業税 18,040千円
未払費用 10,956千円
退職給付引当金 61,874千円
役員退職慰労引当金 45,522千円
土地 7,708千円
会員権 7,713千円
減価償却費 7,995千円
その他 9千円
繰延税金資産小計 214,235千円
評価性引当額 △47,332千円
繰延税金資産合計 166,903千円

（繰延税金負債）
建物等圧縮積立金 △16,886千円
その他有価証券評価差額金 △35,419千円
その他 △125千円
繰延税金負債合計 △52,431千円
繰延税金資産の純額 114,471千円

（関連当事者との取引に関する注記）
該当事項はありません。

（収益認識に関する注記）
収益を理解するための基礎となる情報
製品及び商品の販売
収益を理解するための基礎となる情報は、「【連結注記表】（収益認識に関する注記）」に記載のとおりであり
ます。
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（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 3,357円73銭
2. １株当たり当期純利益 216円37銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2023年５月10日

大 伸 化 学 株 式 会 社
取 締 役 会 御 中

應 和 監 査 法 人

東京都千代田区
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 堀 友 善
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 澤 田 昌 輝

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、大伸化学株式会社の2022年４月

１日から2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、大伸化学株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況を、すべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過

程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の
記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作

成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又

は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に
よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい
るかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及
び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2023年５月10日

大 伸 化 学 株 式 会 社
取 締 役 会 御 中

應 和 監 査 法 人

東京都千代田区
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 堀 友 善
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 澤 田 昌 輝

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、大伸化学株式会社の2022

年４月１日から2023年３月31日までの第71期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算
書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、すべての重要な
点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、

当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程

において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過
程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施す
る。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に
よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状
況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計
算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、
構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど
うかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上

2023年05月25日 10時36分 $FOLDER; 60ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

連
結
計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 60 ―

監査役会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第71期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査
部門その他の使用人等と意思の疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める
とともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及
びすべての事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社に
ついては、子会社の取締役及び監査役等と意思の疎通及び情報の交換を図り、必要に
応じて子会社に赴き、業務及び財産の状況を調査しました。
② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制、その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を
確保するために必要なものとして、会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め
る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につ
いて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われること
を確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通
知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに
連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人應和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人應和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月11日
大伸化学株式会社 監査役会

常勤監査役 丸 山 淳 ㊞
社外監査役 近 藤 司 ㊞
社外監査役 野 﨑 満 ㊞

以 上
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株主総会会場
ご 案 内 図

東京都港区芝大門一丁目９番９号

野村不動産芝大門ビル 11階
電話：03（3432）5871

■ JR山手線・京浜東北線／東京モノレール 「浜松町駅（北口）」より 徒歩８分

■ 都営地下鉄三田線 「御成門駅」より 徒歩５分

■ 都営地下鉄浅草線・大江戸線 「大門駅」より 徒歩５分

会 場
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大伸化学株式会社
http://www.daishin-chemical.co.jp
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